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各都道府県・指定都市個人情報保護担当部局長 

 殿 

各都道府県・指定都市保健福祉担当部局長 

 

 

 

 

内閣府日本医療研究開発機構・医療情報基盤担当室参事官 

（ 公 印 省 略 ） 

文部科学省研究振興局ライフサイエンス課長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 長 

（ 公 印 省 略 ） 

経済産業省商務・サービスグループヘルスケア産業課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律と個人情報 

の保護に関する条例との関係について（周知） 

 

医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律（平成 29 年法律第

28 号。以下「法」という。）等の施行については、本年５月 31 日、「医療分野の研究開発

に資するための匿名加工医療情報に関する法律等の施行について」（府医第 36号・30文科

振第 111 号・医政発 0531 第 25 号・20180508 商第１号。以下「施行通知」という。）によ

り、各都道府県知事及び各指定都市市長宛てに通知を発出しました。 

 その中では、地方公共団体及び地方独立行政法人が保有する医療情報を認定匿名加工医

療情報作成事業者に提供することは、個人情報の保護に関する条例上、個人情報を第三者

に提供することができる場合として規定が整備された「法令に基づく場合」に該当すると

考えられるものとしています。（この点、法の制定にかかる制度検討を行った際のとりまと

め報告書である「次世代医療ＩＣＴ基盤協議会医療情報取扱制度調整ワーキンググループ

（ＷＧ－Ｂ）とりまとめ」（平成 28年 12月 17日）においては、「医療情報匿名加工・提供

機関（仮称）に関する個人情報保護の在り方」について、「①日本の医療水準の向上等を目

指して匿名加工情報をその利活用者に提供するという特定の目的のために、②国が定める
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基準を満たす医療情報匿名加工・提供機関（仮称）に情報を提供する場合に限って、③情

報を取り扱う主体の性格に応じて適用される法的な枠組みの相違にかかわらず統一的に、

本人の同意が得られていない場合でも、医療情報匿名加工・提供機関（仮称）に対する医

療等個人情報の提供を認めるもの」等とされています。） 

 上記に基づき、地方公共団体及び地方独立行政法人が保有する医療情報を認定匿名加工

医療情報作成事業者に提供することが円滑に行われるためには、法と個人情報の保護に関

する条例との関係について、関係者間で十分に理解を共有する必要があります。 

 これを踏まえ、今般、下記のとおり、法と個人情報の保護に関する条例との関係を整理

しました。 

 ついては、貴職におかれては、御了知の上、認定匿名加工医療情報作成事業者に対する

医療情報の提供について、積極的な御協力をお願いします。あわせて、貴管内の市区町村

や地方独立行政法人に対する周知をお願いします。 

 

記 

 

１．個人情報の保護に関する条例における「法令に基づく場合」について 

（１） 全ての地方公共団体の条例において、地方公共団体の外部に個人情報を提供する

ことができる場合として、「法令に基づく場合」の規定が整備されています。この場

合の「法令」とは、個人情報の提供を義務付けている「法令」に限られないため、

法第 30条に基づく医療情報の提供は、この「法令に基づく場合」に該当するものと

解釈することが可能であると考えられます。（法と個人情報の保護に関する条例と

の関係の詳細については、別添を参照してください。） 

（２） なお、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第

59号）第９条第１項は「独立行政法人等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以

外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。」と規定

（さらに同条第２項において、第１項の規定にかかわらず利用又は提供できる場合

の条件を規定）しており、法も、各独立行政法人等による同条第１項の「法令に基

づく場合」としての提供が可能であるとする判断の対象となり得ると解されます。

（総務省行政管理局に確認済です。） 

 

２．国からの法の趣旨・目的等の説明について 

（１） 施行通知の中では、「法の趣旨・目的等について、地方公共団体、地方独立行政法

人及び保険者の職員の理解を深めるための研修等を企画する場合には、必要に応じ

国から講師派遣等を行うことも可能です。」としています。 

 

（２） この点、例えば、各地方公共団体において、法に基づく認定匿名加工医療情報作

成事業者に対する医療情報の提供を個人情報の保護に関する審議会に付議する場

合など、貴管内の関係機関や関係団体に対しても、必要に応じ、法の趣旨・目的等

について、国から職員を派遣する等の方法で説明する用意がありますので、随時ご



3 

 

相談をお願いします。 

 

○別添 参考資料 

 


